
第２節 再診料 

Ａ００３ オンライン診療料 

(７)オンライン診療を行う医師は、オンライン診療料の対象となる管理料等を算定する際に

診療を行った医師、在宅自己注射指導管理料を算定する際に診療を行った医師又は

頭痛患者に対する対面診療を行った医師と同一のものに限る。 

(14)オンライン診療料を算定する場合は、診療報酬明細書の摘要欄に、該当するオンライ

ン診療料の対象となる管理料等の名称及び算定を開始した年月日、在宅自己注射指

導管理料の算定を開始した年月日又は頭痛患者に対する対面診療を開始した年月日

を記載すること。 

 

Ｂ０１３ 療養費同意書交付料 

(１)療養費同意書交付料は、当該疾病について現に診察している原則として当該疾病

に係る主治の医師（緊急その他やむを得ない場合は主治の医師に限らない。）が、

当該診察に基づき、 

（２）から（４）までの療養費の支給対象に該当する療養の給付を行うことが困難で

あると認めた患者に対し、あん摩・マッサージ・指圧、はり、きゅうの施術に係る同意

書又は診断書（以下「同意書等」という。）を交付した場合に算定する。 

(５)患者が同意書等により療養費の支給可能な期間（初療又は同意の日から６月。３

月（変形徒手矯正術に係るものについては１月）を超えて経過してさらにこれらの

施術を受ける必要がある場合において、医師が当該患者に対し同意書等を再度

交付する場合にも別に算定できる。ただし、同意書等によらず、医師の同意によ

った場合には算定できない。 

(６)同意書等を再度交付する場合、前回の交付年月日が月の15日以前の場合は当該月の

４ヶ月後の月の末日、月の16日以降の場合は当該月の５ヶ月後の月の末日までの交

付については算定できない。ただし、変形徒手矯正術については、前回の交付年月日

から起算して１ヶ月以内の交付については１回に限り算定できる。 

 

 

第２部 在宅医療 

Ｃ１５２－２ 持続血糖測定器加算 

(７)  間歇注入シリンジポンプと連動しない持続血糖測定器を用いる場合には、次

のいずれも満たす場合に算定できる。 

ア・イ(略) 

ウ次のいずれかに掲げる者が、患者又は患者家族等に対し、持続血糖測定器の使用

方法の十分な説明や持続血糖測定器の結果に基づく低血糖及び高血糖への対応

等、必要な指導を行っていること。 

(イ)糖尿病の治療に関し、専門の知識及び５年以上の経験を有し、持続血糖測定器

に係る適切な研修を修了したする常勤の医師。 



(ロ)糖尿病の治療に関し、治療持続皮下インスリン注入療法に従事した経験を

２年以上有し、持続血糖測定器に係る適切な研修を修了した常勤の看護師

又は薬剤師。なお、ここでいう適切な研修とは、次の事項に該当する研修の

ことをいう。 

エ ウの（イ）及び（ロ）に掲げる適切な研修とは、次の事項に該当する研修のことを

いう。 

(イ)① 医療関係団体が主催する研修であること。 

(ロ)②糖尿病患者への生活習慣改善の意義・基礎知識、評価方法、セルフケア支援、

持続血糖測定器に関する理解・活用及び事例分析・評価等の内容が含まれて

いるものであること。 

 

第３節 薬剤料 

Ｃ２００ 薬剤 

 (２)  上記の注射薬の投与日数は、以下のとおりである。 

 ア・イ(略) 

ウ 30日分を限度に投与することができるもの 

ブプレノルフィン製剤、モルヒネ塩酸塩製剤、フェンタニルクエン酸塩製剤、ヒドロモ

ルフォン塩酸塩製剤 

 

 

第３部 検査 

Ｄ００６－21 血液粘弾性検査（一連につき） 

(１)血液粘弾性検査は、心臓血管手術開心術（人工心肺を用いたものに限る。）を行う患者

に対して、血液製剤等の投与の必要性の判断又は血液製剤等の投与後の評価を目

的として行った場合に算定できる。 

 

 

Ｄ０２３ 微生物核酸同定・定量検査 

(17)  SARS-CoV-2（新型コロナウイルスをいう。以下同じ。）核酸検出は、(略)ただ

し、発症後、本検査の結果が陰性であったものの、COVID-19以外の診断がつかず、本

検査を再度実施した場合は、ない場合は、上記のように合算した点数をさらに１回に限

り算定できる。なお、本検査が必要と判断した医学的根拠を診療報酬明細書の摘要欄

に記載すること。 

 

 

  



第３節 生体検査料 

Ｄ２８５ 認知機能検査その他の心理検査 

(５)区分番号「Ｄ２８３」発達及び知能検査の「２」とは、ＭＣＣベビーテスト、ＰＢＴピクチュア・ブ

ロック知能検査、新版Ｋ式発達検査、ＷＰＰＳＩ知能診断検査、ＷＰＰＳＩ－Ⅲ知能診

断検査、（以下略） 

(15)平成31年４月１日から当分の間、以下のいずれかの要件に該当する者は、公認心理師

とみなす。 

ア 平成31年３月31日時点で、臨床心理技術者として保険医療機関に従事し

ていた者 

イ 公認心理師に係る国家試験の受験資格を有する者 

 

 

第９部 処置 

Ｊ０３８－２ 持続緩徐式血液濾過 

(２)  持続緩徐式血液濾過は、次のアからケまでに掲げるいずれかの状態の患者に

算定できる。ただし、キ及びクの場合にあっては一連につき概ね８回を限度とし、ケの

場合にあっては一連につき月10回を限度として３月間に限って算定する。 

ア・イ(略) 

ウ 急性腎障害と診断された薬物毒の患者 

エからケまで(略) 

 

Ｊ０３９ 血漿交換療法 

(16) 当該療法の対象となる家族性高コレステロール血症については、次のいずれかに

該当する者のうち、黄色腫を伴い、負荷心電図及び血管撮影により冠状動脈硬化が

明らかな場合であり、維持療法としての当該療法の実施回数は週１回を限度とし

て算定する。 

ア 空腹時定常状態の血清ＬＤＬコレステロール値が370mg/dＬを超えるホモ接

合体の者 

イ 食事療法及び薬物療法を行っても血清ＬＤＬコレステロール値が170mg/dＬ以

下に下がらないヘテロ接合体の者 

 

 

  



第10部 手術 

第１節 手術料 

第２款 筋骨格系・四肢・体幹 

Ｋ０８６ 断端形成術（軟部形成のみのもの） 

手指又は足趾の切断術を行った場合は、区分番号「Ｋ０８６」の「１」に掲げる断端形成術（軟部

形成のみのもの）指（手、足）又は区分番号「Ｋ０８７」の「１」に掲げる断端形成術（骨形

成を要するもの）指（手、足）のいずれかの所定点数により算定する。 

 

Ｋ０８７ 断端形成術（骨形成を要するもの） 

手指又は足趾の切断術を行った場合は、区分番号「Ｋ０８６」の「１」に掲げる断端形成術（軟部

形成のみのもの）指（手、足）又は区分番号「Ｋ０８７」の「１」に掲げる断端形成術（骨形成を

要するもの）指（手、足）のいずれかの所定点数により算定する。 

 

第８款 心・脈管 

Ｋ５４６ 経皮的冠動脈形成術 

(１)一方向から造影して区分番号「Ｄ２０６」に掲げる心臓カテーテル法における75％以上の狭

窄病変が存在する症例に対して当該手術を行った場合に算定する。なお、医学的根拠に

基づきこれ以外の症例に対して算定する場合にあっては、診療報酬明細書の摘要欄に

その理由及び医学的根拠を詳細に記載すること。 

 

Ｋ５４７ 経皮的冠動脈粥腫切除術 

(１)一方向から造影して区分番号「Ｄ２０６」に掲げる心臓カテーテル法における75％以上の狭

窄病変が存在する症例に対して当該手術を行った場合に算定する。なお、医学的根拠に

基づきこれ以外の症例に対して算定する場合にあっては、診療報酬明細書の摘要欄に

その理由及び医学的根拠を詳細に記載すること。 

 

Ｋ５４９ 経皮的冠動脈ステント留置術 

(１)一方向から造影して区分番号「Ｄ２０６」に掲げる心臓カテーテル法における75％以上の狭

窄病変が存在する症例に対して当該手術を行った場合に算定する。なお、医学的根拠に

基づきこれ以外の症例に対して算定する場合にあっては、診療報酬明細書の摘要欄に

その理由及び医学的根拠を詳細に記載すること。 

 

第９款 腹部 

Ｋ７１６ 小腸切除術 

「１」については、クローン病の患者のうち、複雑な瘻孔形成や膿瘍形成のあるもの又は

悪性腫瘍に対して小腸切除術を実施した場合は、本区分の所定点数により算定する。 

 



Ｋ７１６－２ 腹腔鏡下小腸切除術 

「１」については、クローン病の患者のうち、複雑な瘻孔形成や膿瘍形成のあるもの又は悪

性腫瘍に対して小腸切除術を実施した場合は、本区分の所定点数により算定する。 

 

Ｋ７３２ 人工肛門閉鎖術 

「２」の「イ｣直腸切除術後のものについては、悪性腫瘍に対する直腸切除術（ハルト

マン手術）の際に造設した人工肛門に対して、人工肛門閉鎖術を行った場合に算定

する。 

 

第10款 尿路系・副腎 

Ｋ８２３－６ 尿失禁手術（ボツリヌス毒素によるもの） 

(１)過活動性膀胱又は神経因性膀胱排尿筋過活動の患者であって、行動療法、各種抗コ

リン薬及びβ3作動薬を含む薬物療法を単独又は併用療法として、少なくとも12週間

の継続治療を行っても効果が得られない又は継続が困難と医師が判断したものに対

して行った場合に限り、算定できる。 

 


